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１．はじめに 

緊急地震速報、すなわち「地震の発生直後に、各地での今後の揺れの強さや到

着時刻を予測し、それを迅速に知らせることによって人的及び経済的被害を軽

減するための情報」の実用化は、地震国日本に住む人々の願いであった。その実

現には幾多の困難があったが、気象庁は、公益財団法人鉄道総合技術研究所や国

立研究開発法人防災科学技術研究所（以下、「防災科学技術研究所」という。）等

の関係機関との技術協力により、2007 年 10 月１日から緊急地震速報の一般提供

を開始した。緊急地震速報の伝達には、報道機関や通信事業者、予報許可事業者

などの多くの関係機関や関係省庁の長年にわたる努力が不可欠であった。緊急

地震速報の一般提供開始から 15 年が経過した現在、緊急地震速報の認知度は国

民の９割に迫るとともにその意義は広く認知され、我々の社会生活に浸透した

情報となっている。 

気象庁は、その後も、緊急地震速報がより社会に使いやすいものとなるよう、

防災科学技術研究所や京都大学等の関係機関との技術協力のもと、緊急地震速

報評価・改善検討会や同技術部会の議論を受けた、様々な改善を進めてきた。特

に、「平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震」（以下、「東北地方太平洋沖

地震」という。）で直面した課題に対しては、海底地震計を利用した情報発表の

迅速化、PLUM 法の導入による巨大地震への対応、IPF 法の導入と震源推定手法

の一本化による震源推定精度の向上、および長周期地震動予測の追加による

様々な指標での情報提供といった、緊急地震速報の一連の情報改善・技術的改善

を行っており、現在ひとつの区切りを迎えようとしている（詳細は「２．緊急地

震速報の技術的改善について」を参照）。 

一方、この 15 年間においては、情報通信技術等の発展に伴ってスマートフォ

ンの普及が急激に進むなど、緊急地震速報受信者の情報利用環境は、運用開始当

初から大きく変化している。また、平成 30年８月の交通政策審議会気象分科会

提言「2030 年の科学技術を見据えた気象業務のあり方」（以下、「気象分科会提

言」という。）では、データが社会における様々な分野で十分に利活用されるた

めの取り組み（利活用促進）を重点的に進めることが肝要とされるとともに、今

後の緊急地震速報について、面的な揺れの広がりの予測の提供などが技術開発

の具体的な目標とされた。 

これらのことから、気象庁では、今後の緊急地震速報の技術開発やデータ利活

用の方向性を整理するため、令和５年２月から緊急地震速報評価・改善検討会利

活用検討作業部会（以下、「作業部会」という。）を開催し、以下の議題に沿って

検討を進めてきた。 

議題１：緊急地震速報の技術的改善について（報告） ・・・本報告書２． 

議題２：現行の緊急地震速報の利活用について    ・・・本報告書３． 
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議題３：今後の緊急地震速報の方向性について    ・・・本報告書４． 

本報告書は、その検討結果を取りまとめたものである。 

今後、報告書に沿って気象庁等において必要な技術開発や利活用促進に向け

た取り組みが実施され、様々な分野における緊急地震速報の高度利用により、防

災減災に関する技術の社会実装が一層促進されることを期待する。 
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２．緊急地震速報の技術的改善について 

緊急地震速報は、地震発生直後の震源付近での観測データをもとに震源の場

所を速やかに決定するとともに、地震の規模を時々刻々推定し、各地の揺れの強

さや到達時刻を予測して、強い揺れが到達することを事前に知らせる情報であ

る。現地観測点における単独観測点処理や、中枢処理としての複数観測点処理な

ど、様々な震源推定手法や震度予測手法の組み合わせによって、ある地点での揺

れの予測を強い揺れに襲われる前に情報提供することが可能となった（中村

（2007）、束田・他（2010））。気象庁では 2006 年 8 月 1 日に緊急地震速報の先行

的運用を、また 2007 年 10 月 1 日に一般提供を開始した。以降、東北地方太平

洋沖地震をはじめ、多くの地震において緊急地震速報は発表され、日本において

はいわばインフラストラクチャーの一つとしての位置づけが得られつつあると

言える（束田（2015））。緊急地震速報の一般提供から 15 年が経過したのを機に、

緊急地震速報の技術的改善について振り返る。 

 

２－１．緊急地震速報の技術的改善の具体的な内容 

2007 年 10 月 1 日から 2023 年１月末までの緊急地震速報の発表回数は、次の

とおりである。 

 

 緊急地震速報（警報）：計 258 回 

 緊急地震速報（予報）：計 16,158 回 

 

これまでに発表した緊急地震速報について、年度ごとに予報・警報の発表回数

と予測精度を示すスコア1の推移を示したものが図２－１である。緊急地震速報

の一般提供開始以来、概ね８割前後の予測精度を保って緊急地震速報が発表さ

れてきたことが分かる。一方で、時折、地動ノイズや機器故障、処理の不完全さ

から緊急地震速報の精度を低下させるような事例も経験してきた。 

特に、東北地方太平洋沖地震では、いくつかの本質的な技術的課題に直面した

（図２－２）。例えば、地震発生時に東北地方に対しては迅速に警報を発表でき

たが、当時の処理手法では巨大地震時の震源域の広がりに対応できず、関東地方

の強い揺れを精度良く予測できなかった。また、その後の活発な地震活動では、

地震の分離が適切にできずにひとつの地震として処理したことなどを理由とし

て過大予測となった事例が多く、スコアが大きく低下した（気象庁（2012）、干

場・尾崎（2012））。 

気象庁は、このような課題に対し、緊急地震速報の技術的改善を図ってきた。

                                                   
1 観測または予測震度が４以上であった予報区のうち、予測誤差が±１階級以内であった

予報区の割合 



 

- 7 - 

特に、東北地方太平洋沖地震以降の技術的改善の内容は、（１）情報発表の迅速

化、（２）巨大地震への対応、（３）震源推定精度の向上、（４）様々な指標での

情報提供、と大きく４つに分類することができる。以下では、これら４つのカテ

ゴリにおいてどのような技術的改善が行われることにより、現在の緊急地震速

報の基礎が形作られていったのかについて述べる。 

 

（１） 情報発表の迅速化 

緊急地震速報の発表を迅速化するためには、処理そのものの高速化と、地震計

をできるだけ震源の近くに設置し地震検知までの時間を短縮化する、という２

つのアプローチが考えられる。前者は緊急地震速報の開発当初から技術開発が

なされており、処理そのものの高速化は地震現象の物理的な背景に照らしてほ

ぼ限界まで達している。一方、後者は、観測点の活用拡大、特に海底地震観測網

の活用は緊急地震速報の迅速化のためには極めて有効であることから、気象庁

では海底地震計を緊急地震速報に活用するための技術開発を進め、防災科学技

術研究所の協力を得て、2019 年６月より地震・津波観測監視システム（以下、

「DONET」という。）、および日本海溝海底地震津波観測網（以下、「S-net」とい

う。）の海底地震計の活用を開始した。2020 年３月には、S-net 観測点のうち日

本海溝より東側の S6 を追加活用開始している。 

図２－３に、2019 年６月以降、海底地震計を活用することで緊急地震速報（予

報）第１報発表の迅速化の効果が確認された、155 個の事例の震央分布図を示す。

日本海溝沿いでは、海底地震計を活用しない場合と比較して緊急地震速報（予報）

第１報が 20 秒以上迅速化された事例が確認された。これは、理論上見込まれる

迅速化と概ね同等の効果である。なお、これらには S-net のみで緊急地震速報

を発表した 34 個の事例も含まれている。 

 

（２） 巨大地震への対応 

東北地方太平洋沖地震の発生時に発表された緊急地震速報においては、東北

地方においてはおおむね想定通りの機能を発揮した一方、関東地方の強い揺れ

は精度良く予測できなかった。これは、震源とマグニチュード（以下、「M」とい

う。）から震度を予測する手法において、点震源仮定に基づく震度予測が巨大地

震においては実際に観測される震度と乖離したため、そして M の飽和による震

度予測の過小評価が生じたためである。このような課題に対応するため、震源と

Mによらず、揺れから揺れを直接予測する「PLUM 法」（Hoshiba and Aoki (2015) 

による揺れから揺れの予測の簡易版、Kodera et al.（2018））が開発され、震源

と Mに基づく予測手法と併用する形で 2018 年３月から運用が開始された（図２

－４）。 
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PLUM 法の併用による利点が顕著に表れた事例として、2022 年３月 16 日に発

生した福島県沖を震源とする M7.4 の地震が挙げられる。23 時 36 分の M7.4 の地

震の直前となる 23 時 34 分に、同じく福島県沖を震源として M6.1 の地震が発生

した。M6.1 の地震は震源と M を推定して震度予測を行うことができ、緊急地震

速報（警報）が発表された一方、M7.4 の地震は、各観測点で直前の M6.1 の地震

による処理が継続していたためM7.4の地震波が到達した時点で新たな地震とし

て検知することができなかった。この事象は、たとえパラメータを様々にチュー

ニングしても、地震が続発して発生する場合には本質的には解決できない課題

である。このような中でも、M7.4 の地震で地震計が観測した揺れを基に PLUM 法

による震度予測が行われ、M7.4 の地震に対しても緊急地震速報（警報）が発表

された（図２－５）。 

 

（３） 震源推定精度の向上 

緊急地震速報の震度の予測精度の向上のためには、震源の推定精度の向上が

欠かせない。気象庁は緊急地震速報の運用開始以来、パラメータチューニング等

による震源推定精度の改良を図ってきたが、さらに、同時多発地震への対応のた

め、2016 年 12 月より、京都大学との共同開発による「IPF 法」（溜渕・他（2014））

の運用を開始した。IPF 法はパーティクルフィルタとベイズ推定を用いた震源推

定手法であり、観測値と仮定震源から計算した理論値の残差（震央方位残差、震

央距離残差、M残差、走時残差）が小さいほど尤度が大きくなるような尤度関数

を設計し、各パーティクルで尤度を計算し、最も尤度の大きいパーティクルを震

源として推定する手法である（図２－６）。また、各観測点で検知された地震動

がどの地震に対応するものであるかの判定（以下、「同一判定」という。）におい

て、これまでは走時残差のみを使って同一判定していたのに対し、IPF 法は走時

残差と振幅の残差の両方を用いて同一判定を行うことで、より適切に同一判定

を行うことができる。 

一方で、IPF 法の運用開始以降にも、同時多発地震やノイズを適切に分離でき

なかったために過大警報を発表した事例が２回あった（図２－７）。１つ目は、

2018 年１月５日にほぼ同時発生した茨城県沖の地震（M4.5）と富山県西部の地

震（M4.0）について、震源推定手法の一つである「着未着法」（Horiuchi et al.

（2005））が推定した茨城県沖の震源の Mを計算する際に、ほぼ同時に発生した

富山県西部の地震について誤った同一判定を行い、その振幅を用いて M 計算を

行ったため過大な M（6.4）を推定して過大警報を発表した事例であった。２つ

目は、2020 年７月 30 日の鳥島近海の地震（M6.0）について、ノイズの影響で房

総半島沖に精度悪く震源を推定し、さらにその M を計算する際に母島観測点の

振幅を用いて M 計算を行ったことで過大な M（7.3）を推定して過大警報を発表
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した事例であった。これらの原因はいずれも、緊急地震速報処理がその開発経緯

により複数の震源推定手法を併用していること、および M 推定時に震源の紐づ

けを行う同一判定処理を行っていることに起因するものであった。 

この課題を根本的に解消するため、気象庁は、すべての観測データに対して、

IPF 法によって一元的にグルーピングしたデータのみを用いて震源と M を同時

に推定するアルゴリズムの改善を実施した（図２－８）。この改善ではすべての

データを IPF 法の入力として用いる必要があるため、現在の IPF 法が使用して

いる加速度型地震計のデータに加えて、速度型地震計である Hi-net のデータも

IPF 法に使用できるように、以下の３つの改良が施された。１つ目は、Hi-net の

速度波形の加速度波形への変換とその加速度波形に対する単独観測点処理の追

加、２つ目は IPF 法において多数の Hi-net 観測点のデータを活用するための処

理負荷軽減策の導入と尤度関数の改良、３つ目は IPF 法一本化に伴う M 計算と

緊急地震速報の発表条件の変更である（※追加した処理の詳細については第１

回利活用検討作業部会参考資料１を参照）。 

動作検証のため、2017 年１月から 2020 年８月の緊急地震速報発表事例（2950

事例）について、当時の緊急地震速報と IPF 法一本化後のシミュレーション結

果の比較が行われた。当時の緊急地震速報と IPF 法一本化後の推定震源につい

て比較したところ、緊急地震速報の予測精度を示すスコア（図２－９）について

は、過去に誤った同一判定を原因として発生した２つの過大警報事例

（2018/01/05 と 2020/07/30）についても Mの過大評価による過大警報が発表さ

れておらず、スコアが低くなっていないことが示された。そのうち 2018 年 1 月

5 日の事例では、２つの地震を適切な場所と規模で別々に推定出来たことが確認

された（図２－１０）。気象庁は、2023 年内目処で震源推定手法を IPF 法に一本

化するために、準備を進めているところである。 

 

（４） 様々な指標での情報提供 

大地震に伴って発生する長周期地震動は、高層ビル等を大きく揺らし、被害を

発生させる。東北地方太平洋沖地震でも、震源から遠く離れた東京都内や大阪市

内の高層ビルで、低層階よりも高層階で揺れが大きくなり、家具の転倒・移動等

の被害があった。このような長周期地震動による被害は、地表での震度から把握

することが難しいことから、気象庁は長周期地震動階級という震度とは異なる

揺れの大きさの指標を新たに設けた。各地で観測された長周期地震動階級につ

いては、長周期地震動に関する観測情報として 2015 年３月から気象庁ホームペ

ージで試行提供が開始され、2019 年３月より本運用となった。2023 年２月から

は観測情報のオンライン配信による情報提供の迅速化が実施されている。 

さらに、長周期地震動により生じる被害の軽減のため、これまでの震度による
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緊急地震速報の警報発表基準に、長周期地震動階級による基準（階級３以上の予

測で警報基準）が追加され、2023 年２月１日より発表が開始された（図２－１

１）。また、新規情報として、長周期地震動の予測結果を加えた、緊急地震速報

（予報）の提供が開始された。長周期地震動は、その距離減衰に周期依存性があ

るほか、深部地盤構造などの影響を受け増幅しやすい周期が場所により異なる

などの特性がある。長周期地震動階級の予測に際しては、気象庁は、防災科学技

術研究所がその特性を踏まえた上で開発した絶対速度応答スペクトル（Sva）距

離減衰式（Dhakal et al.(2015)）を用いている。 

 

２－２． 緊急地震速報の技術的改善に関する課題 

前節では、これまで行われてきた緊急地震速報の技術的改善について示した。

データにノイズも含まれる中、地震波の冒頭のみの部分からその後の地震の揺

れを予測するという緊急地震速報の技術は、利用する観測点の品質管理を適切

に行うことに加え、これまでと同様、迅速化や精度向上に対する技術的改善を継

続的に行う必要がある。 

これまでの技術的改善の基準としては主に予測結果と観測結果の比較による

予測技術の精度評価を行っているが、今後は利用者の立場に立った評価に基づ

いた改善も併せて必要になると考えられる。例えば、過大な予測によって警戒を

呼びかけたが実際の揺れがそれほどではない「空振り」はある程度許容しつつ、

大きな揺れに対して事前に情報発表ができなかった「見逃し」事例を重要視して

改善を優先するなどの取り組みが、今後気象庁に望まれる。 

 
３．現行の緊急地震速報の利活用について 

ここでは、本作業部会議題２「現行の緊急地震速報の利活用について」におい

て検討された、緊急地震速報の現在の利活用とこの 15 年間の利活用の事例につ

いて紹介し、現状の利活用で課題となっている点について報告する。 

 

３－１．緊急地震速報の利活用の現状について 

初めに、気象庁が現在発表している緊急地震速報の、利活用について述べる。

気象庁が発表する緊急地震速報には警報と予報がある（図３－１）。警報は、予

想される震度等が所定の基準に達した地域の人々が短時間で「身構える」ことが

できるよう、テレビやラジオ、スマートフォンなどを用いて広く一般にシンプル

な呼びかけを行っている。強い揺れに襲われるまでの時間が短いという緊急地

震速報の持つ本質的な性質から、今後も警報の伝え方については、シンプルに呼

びかけることが望ましい。一方、予報は、予報業務許可事業者、配信事業者によ

ってスマートフォンのアプリや専用受信端末等を通じて配信され、警報の内容
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に加え震度等の詳細な予想や到達予想時刻などが含まれている高度利用者向け

の情報である。 

 緊急地震速報の利活用を考える際、人間が身を守るための利活用と機械の制

御を行うための利活用との二つの観点から考えることが多い。人間による利活

用としては、主にテレビ、ラジオ、スマートフォンなどで伝えられる警報のほ

か、自治体、学校、病院、空港等の施設で館内放送等に利用される予報も含め

て、個人あるいは集団で身を守る行動をとるものである。一方、機械による利

活用としては、主に自動制御が一般的であり、鉄道やバスでの減速・停止信号

としての利用や LPG プラントの遮断弁を緊急作動しガスの流れを停止するとい

った工場・事業所での利用、集客施設やマンションでのエレベーターの運行制

御が挙げられる。 

 次に、過去のアンケート調査から緊急地震速報の実際の利活用状況を振り返

る。気象庁は、顕著な地震が発生した際に緊急地震速報の利活用状況のアンケー

ト調査を行っている。「緊急地震速報」の認知度は、2007 年５月の運用開始前に

は 35％程度であったが、普及啓発の取り組みにより、運用開始直前の９月には

61％となった。その後も気象庁では、緊急地震速報に係る普及啓発を継続して行

っており、年２回の緊急地震速報訓練の際には、あわてずに身を守る行動を確認

するよう呼び掛けてきた。この１５年間、2011 年の東北地方太平洋沖地震や平

成 28 年（2016 年）熊本地震など大きな被害をもたらした地震発生時に実際の緊

急地震速報を経験した機会もあったことなどから、令和３（2021）年度気象情報

の利活用状況に関する調査ではその認知度が 87％に増加しており、緊急地震速

報は着実に社会に定着してきていると言ってよい。 

緊急地震速報を見聞きした際に何らかの行動ができている割合には地域差が

見られ、緊急地震速報の経験が多い地域の住民ほど、何らかの行動ができている

とする割合が高い（図３－３）。緊急地震速報を見聞きした際に何らかの行動を

したという回答の中には、「外に出ようとした」「火の始末をした」「家具などを

おさえようとした」という回答も含まれるので、必ずしも推奨されている行動を

取ったわけではないことに留意する必要があるものの、多くの人が地震からの

被害を回避するための何らかの行動を取ったと考えられる。緊急地震速報の経

験が少ない地域の方に適切な行動を取っていただくためには、引き続きの普及

啓発や訓練等の実施が必要である。さらに、令和３年３月に発生した福島県沖の

地震に対するアンケート結果からは、緊急地震速報には警報と予報があること、

誤検知によって緊急地震速報を発表する場合があることについて知っていると

回答した割合が低いことが分かった。今後は緊急地震速報が適切に利用される

よう、緊急地震速報の性質やその利点と限界について、引き続き普及啓発に取り

組む必要がある。 
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また、緊急地震速報（予報）の利活用促進のためには、機械利用を行うユーザ

ーに予報を提供する予報業務許可事業者の役割が重要である。地震動の予報業

務許可事業者数は、緊急地震速報の運用開始以降ほぼ横ばい、あるいは漸減傾向

が見える（図３－４）。今後、予報事業の活性化を目指し、こうした予報業務許

可事業者とともに、緊急地震速報の利活用促進に向けた議論を行う必要がある。 

現在、気象庁では全国を 188 の予報区に分けて情報提供を行っている。他方、

予報業務許可事業者は任意の地点の予測を行うことが可能であり、地図上に揺

れの予測の分布を作成し提供することが可能である。既に防災科学技術研究所

では、観測結果と予測を重ね合わせたサービスを行っている（図３－５）。この

ように、予報業務許可事業者による緊急地震速報の提供は、利用するユーザーの

ニーズに対してより適切な情報提供を可能としている。 

 

３－２．現行の緊急地震速報の利活用に関する課題 

現状における緊急地震速報の人間による利活用と機械による利活用は、行動

や処理に要する時間に差があることから、これらについての課題は分けて考え

る必要がある。 

人間による利活用において、緊急地震速報の伝達時に視覚障害の方に音声の

みでいかに早く内容を伝えるかについての取り組みが放送上の課題となってい

る。スマートフォンでは、通知された内容を読み上げるように防災アプリ側で対

応している例もあることから、このような取り組みをスマートフォンのアプリ

以外の分野にも広げていくことにより、課題を解決することが可能であると考

えられる。 

機械による利活用においては、３－１．で見てきた自動制御について、利用

者や機器の安全な停止という仕組みとしては役割を果たしているが、緊急地震

速報にはキャンセル報を除き警戒を解除する仕組みがない。このため、地震発

生後の復旧は揺れが収まった後に震度情報などを参考にして人の判断により対

応していることが実情であり、緊急停止からの復帰に時間を要することが課題

となっている。（図３－２）。例えば、現在、多くのエレベーターにはセンサーが

実際の揺れを感知して停止するという仕組みがあるが、緊急地震速報を受信す

ることによって、いち早く安全に停止する仕組みは十分に普及していないと考

えられる。 

このような、機械の自動制御における緊急地震速報の利活用状況については、

現在、その事例が十分には把握できていないことが課題であり、今後、調査を行

っていく必要がある。また、機械による利活用を更に拡大させていくためには、

予報業務許可事業者の役割も重要である。例えば、様々な分野における緊急地震

速報の利活用事例をまとめ、気象庁ホームページなどで広く周知することで、同
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様の利活用が広がっていくことが期待できる。また、２－１．で述べたような情

報伝達の迅速性の観点でも、国の観測点を維持することによる地震検知の迅速

性の担保に加え、事業者側においても低遅延での通信技術を活用することなど

によって情報伝達の迅速化を進めることが重要である。 
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４．今後の緊急地震速報の方向性について 

ここでは、本作業部会議題３の「今後の緊急地震速報の方向性について」にお

いて検討された内容について報告する。気象分科会提言を踏まえ、「面的な揺れ

の広がりの予測」や「様々な指標での情報提供」について、技術とニーズの２つ

の側面で今後の方向性を整理した。 

 

４－１．今後の緊急地震速報について 

現在の緊急地震速報の予測は、これから来る最大の揺れに対する備えを呼び

かけるものであるが、今後、技術開発が進み、揺れの予測の精度が向上すること

で、特に望まれる機械による利活用に必要となる、よりきめ細かな情報提供が可

能となると考えられる。 

気象データの提供を例にすると、ある広がりを持つ地域に対して発表される

予報や警報の結果のみならず、高解像度降水ナウキャストやキキクル等の提供

画面で見られるような、予測から観測までの情報をシームレス（継ぎ目なく）に

提供することで、防災情報としてのデータの更なる活用を広げる取り組みが進

んでいる。今後の緊急地震速報を考える上では、例えば面的な予測情報や、揺れ

の時系列での盛衰を表現する情報など、きめ細かな情報提供は気象データの提

供と同様、有用であると考えられる。 

気象分科会提言において、将来の気象業務の方向性が整理され、緊急地震速報

の今後について、「面的な揺れの広がりの予測を提供するとともに、震度だけで

なく長周期地震動階級も合わせ、揺れの状況を様々な指標により提供」すること

が目標として記載されている（図４－１）。２－５．で述べたように、既に震度

だけではなく、長周期地震動階級も合わせた揺れの予測の提供を実現している

が、より精度の高い面的な揺れの広がりの予測については予測技術そのものに

加え、データの描画方法や配信も含めた今後の技術開発やニーズ調査が必要で

ある。 

面的な揺れの広がりの予測に関連し、今後実現が期待されるものの一つとし

て、気象研究所で開発が進められている地震動の予測手法がある。気象研究所で

は、２－１．（３）で述べたように、巨大地震の対応として震源と Mによる推定

によらず、揺れから揺れを直接予測する手法を開発しており、現在気象庁はその

簡易版としての PLUM 法を運用している。この、揺れから揺れを直接予測する手

法は、データ同化2技術を活用して面的な揺れの強さや伝搬方法を推定し、10 秒

後、20 秒後…の揺れの状況を精度高く予測するものである（図４－２）。この予

測手法によって、個々の地震や地盤条件によって揺れの伝わり方に違いがあっ

                                                   
2 数値モデルからの推定値と観測値及びそれらの誤差情報をもとに、最も確からしい値を

作成する処理のこと。 
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た場合にも、その揺れの特徴を含めたきめ細かな呼びかけが可能になる。また、

巨大地震の場合、断層の破壊の進行具合によって、この後揺れがさらに大きくな

るのか、あるいはこれから揺れが収まるのかなど、揺れの推移を知らせることも

可能になる。さらに、揺れが長く続く長周期地震動に対しても、周期ごとの揺れ

を予測することにより、その周期で揺れやすい建物に対して、今後どのくらい揺

れが継続するのかについて情報提供ができる可能性がある。また、このような揺

れの空間的な分布と推移を伝えることで、体感とより整合する予報が提供され、

予報への納得感や今後の情報への信頼感にもつながると考えられる。 

緊急地震速報には、予測精度の向上に加え、情報提供の方法にも解決すべき課

題がある。現在は、緊急地震速報の揺れの予測から、震度速報による揺れの観測

状況の情報提供には、わずかとはいえ時間的な隔たりがある。今後、予測だけで

はなく観測データまでをシームレス化して情報提供を行うことで、例えば、機器

の緊急停止から自動復帰までの一連の流れを高度化し、高速化することが可能

となる（図４－３）。 

 

４－２．今後に向けた課題とその解決のために 

緊急地震速報には、迅速かつシンプルな呼びかけによって人的被害を軽減す

るという重要な意義がある。しかし、今回議論されたような、高度な機械制御を

行うための、面的な揺れの予測情報の提供や、予測情報と観測情報のシームレス

な提供にあたっては、情報提供の迅速化とは相反するデータ量の増加という課

題が生じることが予想される。さらに、緊急時のデータの輻輳にも注意する必要

がある。今後は、最低限、必要な情報を確実に届けるよう現行のシンプルな情報

提供を引き続き行ったうえで、大容量データの提供に関する新たな技術開発が

必要となる。気象庁が、今後より多くのデータを提供する際には、現在提供して

いる XML ファイルの送信だけではなく、データ容量が小さくなるファイル形式

や汎用性の高いデータ形式など、その他のデータの提供方法についても検討を

行う必要がある。面的な揺れの広がりの予測を提供する場合に、今後デバイスが

多様化していくことも考えられることから、用途ごとにデータ提供に関する検

討をすることが重要となってくる。 

また、データの利用拡大を考える場合には、データの利便性とセキュリティ

の両立や、データ利用者の人材教育など、気象分野のデータ活用の取り組みも

参考にしながら今後検討を進めていく必要がある。さらに、今後デバイスが多

様化していくことも考えられることから、用途ごとにデータ提供に関する検討

をすることが重要となってくる。直接的な緊急地震速報のデータの利用の他に

も、経験式や機械学習を用いた予測モデルの構築による震度予測精度向上のた

め、気象庁は過去の計測震度等のデータや観測点情報の提供についても検討す
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ることが必要である。 

これらのニーズに対しては、限られた時間での検討が難しいため、今後も今回

の作業部会と同様、専門家へのヒアリング等を進める必要がある。 

  



 

- 17 - 

５．まとめ 

本作業部会では、緊急地震速報のこれまでの技術的改善や利活用の状況を振

り返り、今後の利活用の方向性について整理した。今後は本作業部会での議論を

踏まえ、以下のように取り組みを進めて欲しい。 

 

（緊急地震速報の技術的改善について） 

 緊急地震速報の運用開始以降に取り組んできた技術的改善については、緊急

地震速報が信頼のある情報として防災行動に貢献する上で、前述したような不

断の取り組みが重要である。今後も、緊急地震速報の更なる精度向上に向けた技

術開発やシステム上の課題への対応については引き続き取り組んでいく必要が

ある。緊急地震速報の迅速な情報発表のためには、海域観測網の新たな活用を進

めることが必要である。また、安定的な発表のためには陸域・海域の既存の観測

網を維持することが重要である。なお、このような技術的改善の取り組みに際し

ては、利用者の立場に立った評価により改善を図ることが望ましい。 

 

（現行の緊急地震速報の利活用について） 

 緊急地震速報の利活用については、人間による利活用と機械による利活用に

分けられる。人間による利活用においては、緊急地震速報（警報）が広く認知さ

れており、人が「身構える」ためのシンプルな呼びかけが今後も重要である。ま

た、緊急地震速報（予報）を活用することで実現するより細やかな情報提供や、

情報の受け手に応じた適切な伝達の方法などは、予報業務許可事業者や配信事

業者の協力のもとで更なる活用推進が期待される。 

一方で、機械による利活用については更なる利用拡大が望まれることから、ま

ずは緊急地震速報の機械での利用状況について、調査・解析することが必要であ

る。機械での利用拡大には迅速化が有効であるが、気象庁による海域観測網の新

たな活用による迅速化とともに、民間による低遅延でのデータ伝送技術の開発

によっても迅速化を図るなど、官民連携による取り組みを活性化し、機械での利

用に適したデータ提供を実現する必要がある。 

 

（今後の緊急地震速報の方向性について） 

 今後、面的な揺れの予測のきめ細かい提供や揺れの推移の予測が可能になれ

ば、予測に対する納得感が醸成でき、予測情報と観測情報とのシームレス化が可

能になれば、事前制御から自然復帰までを迅速化できる。これらを実現するため、

気象庁には、気象庁観測点の維持管理のみならず更なる関係機関の観測データ

収集のための調整や、データを常時収集・処理するための技術開発及びシステム

設計等が求められる。 
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 また、今後の緊急地震速報データの利用拡大とともに、汎用性・効率性の高い

データの検討やセキュリティの強化、人材育成等も併せて検討を行う必要があ

る。さらに、気象庁が保有するリアルタイム震度情報などのデータについても、

迅速に提供することにより、新たな地震情報のニーズへの対応や機械学習など

の技術開発に活用を行うことが可能となると考えられることから、関係機関と

も調整しながら活用を検討していくことが求められる。 

気象庁はこれらのニーズを調査するために、今後も専門家へのヒアリング等

を行う必要がある。 
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６．終わりに 

 本作業部会では、一般提供開始以来 15 年間の緊急地震速報の技術的改善や

利活用状況を振り返り、現在の課題から今後の情報提供、情報のニーズやデー

タ提供の方法まで、広範にわたって議論してきた。 

 緊急地震速報が社会からより信頼、期待されるインフラストラクチャーとし

て成熟していくためには、引き続き、情報の精度向上や迅速化、普及啓発、利

活用拡大に努めていく取り組みが欠かせない。気象庁には、これらの取り組み

を継続することで、地震災害から一人でも多くの住民の命を救い、経済的損失

を軽減することを期待する。 
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緊急地震速報評価・改善検討会 利活用検討作業部会 開催履歴 

 

第１回作業部会（令和５年２月２７日開催） 

議題： 

１．緊急地震速報評価・改善検討会利活用検討作業部会について 

２．緊急地震速報の技術的改善について（報告） 

３．現行の緊急地震速報の利活用について 

４．今後の緊急地震速報の方向性について 

 

 

第２回作業部会（令和５年３月２２日開催） 

議題： 

１．話題提供 

２．報告書（案）について 

 

 

参考文献 

（準備中） 

 

 

 

 


